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スマートフォンを用いた路面段差の分布調査と 
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地震などの広域災害時に被災地周辺の路面状況をいち早く把握し共有することは、その後の迅速な復旧復興

活動にとって重要である。路面段差は路面状況を現す重要な情報の一つである。しかし現状では目視などに

より確認を行っているため多大な工数を要しており、迅速かつ広範囲の状況把握は困難になっている。この

ような問題を解決するため、筆者らはこれまでスマートフォンによる簡便な計測方法を提案してきた。これ

により災害時に道路の被災状況の把握が速やかに行われる。本稿では東日本大震災以降復旧工事によって変

化のある東北自動車道に着目し、計測結果をもとに路面段差状況の経時的変化が捉えられるか検討したので、

その結果を報告する。 
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When a wide area disaster like an earthquake is occurred, immediate monitoring of road condition is important for 

immediate rescue operation. A road bump is one kind of important information. Currently, road bump detection is done 

by human visual confirmation. By using smartphone, easier detection method was proposed. By the proposed method, 

immediate monitoring of road condition is done as soon as possible in the event of a disaster. In this paper, Tohoku 

Expressway that there is a change by the restoration work after the Great East Japan Earthquake is focused. And it is 

examined that temporal change of a road bump is captured using the measurement results. This result is reported. 
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1. はじめに 

これまで路面段差の観測は路面性状測定車やプロ

ファイルメータなどの特殊な機器を用いたり、ある

いは工数を要する目視確認により行われてきた。よ

り簡便な方法として、加速度センサを自動車のショ

ックアブソーバの下部の車軸に設置する方法 1)など

が提案されているが、その設置には専門の知識と技

能が必要であるため、発災後速やかに被災地全域を

調査することは容易ではない。筆者らはスマートフ

ォンを自動車のダッシュボードに置いて通常通りに



走行するだけで路面段差を計測する手法を提案し、

東日本大震災時には被災地にて同手法による路面段

差の調査を行い、延べ 4600km の距離を 9 日間で観

測した結果を報告している 2)。 

 

2. 段差検出手法 

提案した手法は、加速度を二階積分し車両の上下

変位量を求める単純な方法だが，加速度をそのまま

二階積分すると道路勾配や，車両の加減速と右左折，

センサのドリフト特性，ヒステリシス特性，計算上

の丸め誤差など様々な要因により累積誤差が大きく，

すぐに値が発散し実用に耐えない。そこで次のよう

な積分の前に補正をかける手法を開発した。 

i 番目に観測された上下加速度 Z(i)[m/s
2
]から直前

１秒間の加速度の平均を引き，動的加速度成分

dZ(i)[m/s
2
]を式 1 で求める。これを式 2 で和分するこ

とで上下速度 Vz(i)[m/s]を求める。ここで H は観測周

期 [Hz]である。 
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同様に Vz(i)から直前直後の１秒ずつ（計２秒間）

の上下速度の平均を引き，段差に起因する動的な上

下速度 dVz(i)を式 3 で求める。これを式 4 で和分す

ることで，上下変位量 Lz(i)[m]を求める。 
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加速度と速度の補正にともに直前直後の１秒間

（計２秒間）の平均を用いる方法もあるが，ここで

は精度を保ちつつ，よりリアルタイムな計算を行う

ため，加速度の補正には直前１秒間の平均を用いて

いる。 

次に段差高 Hbump[m]と段差長 Lbump[m]を求める。

上下変位量Lz(i)が i=i1で極値となり、その直後の i=i2

で再び極値となったとき、段差高 Hbump(i2)を式５で

定義する。 

)()()( 122 iLziLziHbump   ･･･（式５） 

段差長 Lbump[m]は、極大と極小の間に移動した距

離を GPS の測位データから求める。 

 

3. 東北自動車道の復旧状況の検証 

NEXCO東日本の平成 24年度 9月会見資料 3)によ

れば 2011 年 9 月から復旧工事が始まり、工事の進捗

に伴い路面状況は良くなっている。筆者らが計測し

た提案の段差計測手法を用いた計測結果でこの状況

を見る。例として仙台と一関の間に位置する古川イ

ンターチェンジ付近の計測結果を図１に示す。図左

は東北地方太平洋沖地震の本震から約２ヶ月後の

2011 年 5 月 8 日の計測結果、図右は約１年４ヵ月後

の 2012 年 7 月 1 日の計測結果である。段差が観測さ

れた地点に三角のマークを示し、段差高の大きいも

のを幅の広い三角で表示している。また、両地図の

間に上下変位量を緯度ごとにプロットしたグラフを

示す。2011 年 5 月 8 日の計測結果には地図下部に大

きな段差高が観測されているが、2012 年 7 月 1 日の

計測結果には見られない。NEXCO 東日本の平成 24

年度 9 月会見資料によれば、大衡（仙台の北 30km）

と若槻（一関の南およそ 40km）の間が復旧工事完了

区間になっているが、工事日程や工事区間は公表さ

れていない。しかし計測結果から 2012 年 7 月までに

復旧工事が完了していたことが伺える。 

 

図１ 古川 IC の段差の変化 

 

次に仙台と福島の間に位置する白石付近の計測結

果を図２に示す。2011 年 5 月 8 日と 2012 年 7 月 1

日の地図の間の上下変位量の振幅の形状は似通って

おり、計測結果に大きな差はない。路面段差状況に

変化がないことがわかる。この区間は復旧工事が行

われていないことが考えられる。 



 

図２ 白石付近の段差の変化 

 

4. 東北自動車道全体の路面状況変化 

次に東北自動車道全体の路面状況の経時変化を見

る。東北自動車道は南北に向いて走っているため、

計測結果を緯度 0.01度ごとに切り分け 1区間とした。

南北に向いている区間と、やや東西に向いている区

間では距離が異なるが、経時変化は区間ごとに確認

するため問題なく、集計の容易さからこのようにし

た。路面状況の良し悪しは次のように定義すること

とした。段差高は小さいよりも段差高が大きい方が

悪い状態である。同一区間内に段差が 1 つあるより

も 2 つあった方が悪い状態である。1cm の段差高が

2 つ存在するよりも、2cm の段差が 1 つ存在する方

が悪い状態である。この定義に沿った集計方法とし

て区間ごとの段差の代表値として段差高の平方和を

採用した。以上の集計方法で東北自動車道の計測結

果を集計し図３に示す。2011 年から時間が経過する

につれ良くなっていることが期待されたが、描かれ

ている円の様子からはっきりと良くなっているよう

には見えない。 

 

図３ 段差高による段差分布 

 

逆に図中Aの北緯 37.8度の福島付近は悪化してい

るように見える。そこで状況を確認するために、2011

年 4 月 9 日（図中 B）と 2012 年 7 月 1 日（図中 C）

の計測結果の上下変位量を比較した結果を図４に示

す。縦軸は上下変位量、横軸は緯度である。図中の

上が 2011 年 4 月 9 日、下が 2012 年 7 月 1 日の上下

変位量である。２つのグラフでは同じ場所で振幅が

大きくなっていることがわかる。しかし、その振幅

の大きさを比べると、図中の区間Ａでは 2012 年 7

月 1 日に計測した方が大きくなっている。また、図

中の区間 B では 2012 年 7 月 1 日の計測結果の方が

多く振れている。いずれも同じ地点で振幅が大きく

なっていることから、路面状況に変化はないと考え

られるが、振幅の大きさや回数が異なるという状態

が発生していおり、予想と異なる。2011 年 4 月 4 日

の計測ではスマートフォンをホルダーを使わず路面

に対して水平に設置し、2012 年 7 月 1 日はホルダー

を使って垂直に設置して計測している。この設置条

件の違いによって、予想外の影響が表れているもの

と思われる。 
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図４ 上下変位量の変化 

上：2011 年 4 月 9 日、下：2012 年 7 月 1 日 

 

振幅の大きさに影響されず、経時変化を比較する

ため車両の上下動が起きた地点の数、段差数を求め

た。段差がある位置を車両が通過すると上下変位量

が大きく振れる。この振れは徐々に小さくなってい

く。一番大きくふれたところが段差の位置となる。

上下変位量の標準偏差をとることによって、振幅の

大きくなったところを求める。この標準偏差が描く

極大の数が段差数となる。路面段差状況が改善され

ていれば、段差数は減少すると考え、段差数を一定

の区間ごとに合計した。集計の単位は段差高の平方

和と同様に緯度 0.01 度ごとの区間として、図５に集

計結果を示した。横軸は計測日時、縦軸は緯度であ

る。段差数を円の面積で表している。2011 年の計測

結果に比べて 2012 年の計測結果の円が小さくなっ

ているようには見えない。北緯 38 度付近で 2012 年

の計測結果のほうが段差数が増加している区間があ

り、予想に反している。 

 
図５ 段差数による段差分布 

 

そこで 2012 年の計測結果のほうに大きな円が出

現している北緯 37.9度付近について詳細確認を行っ

た。2011 年と 2012 年の両方に計測結果が存在し、

2012 年の計測結果が悪くなっている、2011 年 5 月 8

日と 2012年 5月 5日の計測結果の上下変位量を図６

に示す。グラフの下 2 本が上下変位量を表している。

その 2 本のうち、上が 2012 年 5 月 5 日、下が 2011

年 5 月 8 日の計測結果となっている。グラフの上 2

本が上下変位量の標準偏差となっている。2 本のう

ち、上が 2012 年 5 月 5 日、下が 2011 年 5 月 8 日と

なっている。上下変位量を見ると、2011 年 5 月 8 日

に比べて 2012年 5月 5日の振幅は小さくなっていて、

路面段差状況は良くなっているものと思われる。と

ころが標準偏差のグラフを見てみると、どちらも山

の大きさは違うものの山を描いている。大きな山で

も小さな山でも、山の頂点は 1 つとなる。この方法

では、小さな段差も、大きな段差も同様に１つの段

差として集計されてしまい、路面段差状況をうまく

比較できない。 

上下変位量の振幅が変化したことによる影響を排

除するため、段差の数だけでの評価を試みたが、大

きさの評価が不可欠との結果に至った。 

 

図６ 上下変位量の変化 

（2011 年 5 月 8 日、2012 年 5 月 5 日） 

 

道路の復旧方法には大きく分けて二通りの方法が

ある。ひとつは一定の区間で舗装を張り替える方法

である。この場合、復旧前と復旧後で路面段差状況

は違ったものになるので、段差数や段差高が減少す

る。もうひとつは段差部分を緩やかなスロープ状に

する方法である。このとき段差の数、段差高は同じ

ままである。変化するのは、緩やかになるという点

である。そこで段差をどれだけの上昇速度でどれだ

けの距離を昇ったかで評価することにした。第 11

回 ITS Asia Pacific Forumで提案した 4)
 エネルギー値
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を用いる方法を試みた。段差高が高いほど段差が車

両に与える影響は大きくなる。しかし段差長が長け

れば、影響は小さいくなる。段差高を Hbump、車両

重量を m[kg]、重力加速度を G[m/s2]とすると、段差

高に対応した位置エネルギーEh は次式で求められ

る。 

HbumpGmEh 
  ･･･（式６） 

摩擦などがない理想状態で重力により斜面方向に

落下すると運動エネルギーに変換され速度が速くな

る。この速度変化量 Vslope[m/s]は式７で求められる。 

HbumpGVslope  2
  ･･･（式７） 

この速度の方向はスロープの方向である。段差の

傾きをθとすると、垂直方向の見かけの速度 Vheight

は次式で求められる。 

sinVslopeVheight
  ･･･（式８） 

ここでθは小さな傾きなので、次式で近似できる。 

Lbump

Hbump
VslopeVslopeVheight  tan

･･･（式９） 

この速度が持つ運動エネルギーEheight は次の式

１０となる。 

2

3
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  ･･･（式１０） 

同じ観測条件のもとでは車両の質量 m[kg]と、重

力加速度 G[m/s
2
]は常数となる。そこで段差強度

Sbump を次式で定義する。この値の単位は[m]となる。 

2

3
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  ･･･（式１１） 

 

集計単位は段差高の平方和と同様に緯度 0.01度ご

との区間とし、エネルギー値の平方和を求めた。結

果を図７に示す。北緯 38.5 度から 39 度の一関周辺

では、2011 年の計測結果で描いた円の大きさに比べ

て、2012 年の計測結果で描いた円の大きさが小さく

なっていることから、段差の強さは小さくなってい

おり、路面段差状況は良くなっているようで、予想

と合致している。だが、北緯 37.5 度から 38 度にか

けての福島周辺は逆に 2012 年の計測結果による円

の方が大きくなっており、路面段差状況が悪化して

いるように見え、こちらは予想に反している。 

 

図７ エネルギー値による段差分布 

 

該当の区間から 2012 年の計測結果のほうに大き

な円が出現している北緯 37.5度付近について詳細確

認を行った。2011 年 5 月 8 日と 2012 年 3 月 20 日の

計測結果の上下変位量を図８に示す。この２つのグ

ラフでは、同じ場所で振幅が大きくなっていること

から、路面段差状況に変化はないと思われるが、図

中の区間 Aでは 2012年 3月 20 日の方が大きく振幅

している。設置姿勢は 2011 年 5 月 8 日は水平、2012

年 3 月 20 日は垂直に設置していたので、このことが

影響すると考えられる。また、計測時の走行速度が

ちがっており、2011年 5月 8日はおよそ 80km/h、2012

年 3 月 20 日は 90km/h で走行していた。速度が大き

くなれば同じ大きさの段差でも大きく感じるため、

速度の違いも原因の一つと考えられる。 

 

図８ 上下変位量の変化 

上：2011 年 5 月 8 日、下：2012 年 3 月 20 日 
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5. まとめ 

筆者らが提案するスマートフォンを自動車のダッ

シュボードに置いて通常通りに走行するだけで路面

段差を検出する手法を用いて、東日本大震災以降に

東北地方において延べ 8500Km の計測を行った。本

稿ではこの計測結果を用いて復旧状況の経時的変化

の定量的把握を試みた。道路は平坦であることが望

ましいが、震災の影響により段差やうねりが生じた。

路面の形状は、路面の上下変位量、段差やうねりの

数、上下変位が急に変化しているか緩やかに変化し

ているか示す上下変位量の変化率の３つにより特徴

づけられる。本稿で定義した用語に当てはめると、

段差高、段差数、段差長にあたる。そこで段差高と

段差数を組み合わせた段差平方和による指標、段差

数による指標、段差高と段差数と段差長を組み合わ

せたエネルギー値による指標の３つを用い、復旧状

況の経時的変化が見いだせるかを試みた。その結果、

段差やうねりが生じていたが復旧工事により平坦に

戻った区間について、その変化を見出すことができ

た。しかし、被災を免れた区間や、復旧工事が終わ

っていない区間、すなわち道路状況が変化していな

い区間において、状況が良くなっている、あるいは

悪くなっているとの誤認識が数多く生じた。そして

現時点では正しい認識と誤った認識を判別する方法

を見出すに至らなかった。 

路面状況と言う静的なものを計測対象としている

が、走行車両のショックアブソーバより上の位置に

おける上下加速度と言う動的物性値により計測して

いるため、車種、走行速度、計測に用いたスマート

フォン、さらにはスマートフォンの設置姿勢など、

車両側の影響が強く出たためと考えられる。ショッ

クアブソーバより下の位置における上下加速度を推

定することで、車両側の影響を軽減できることが予

想されるが、タイヤが道路に接地している幅は小さ

く、走行位置のずれによっても計測結果が変化する

と考えられ、下部加速度の推定だけでは誤認識を防

ぎきれないことが予想される。 

一方、ドライバーや同乗者が体感するのは、さま

ざまな車種、さまざまな速度での、ショックアブソ

ーバの上の位置における加速度だと考えると、今回

の方法が不適切だとも言い切れない。１度の計測結

果をもとに路面状況を判断するのではなく、複数回

の計測結果の平均値や最悪値を用いて判断するなど

の運用を想定した路面状況の経時変化を判断する手

法の検討が必要と思われる。 

提案の手法は専用の機器や車両を使用しなくても、

車を運転するだけで路面の段差状況が測定できる大

きな利点を備えている。路面状況の経時変化をとら

えることができるようになれば、この利点によって

震災後の復旧作業の状況を早い段階で明らかにでき

る。路面状況の経時変化を判断する手法の検討を急

ぎたい。 
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